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トランプ政権期の米英関係
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Anglo-American Relations under Trump administration
Fluctuating US-UK “Special Relationship”
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Abstract

This article aims to evaluate US-UK relations under Donald J. Trump administration 

(2016-2020). The article explains that the two countries faced difficult relationship in its 

substance, whilst American and British leadership reconfirmed the importance of Anglo-

American “Special Relationship” concept. First, US and UK focused upon economic 

relations rather than values. The two countries, in particular, sought signing US-UK Free 

Trade Agreement, but the agreement had yet to be reached.  Second, there were a schism 

between the two countries over international cooperation that includes JCPOA and NATO.

要旨

本稿では、トランプ政権第一期（2016-2020年）の米英関係を評価する。本稿は、ト
ランプ政権下の米英両首脳が、「特別な関係」の重要性そのものを再確認していたにも
かかわらず、その内実が困難に直面していたことを説明する。第一に、トランプ政権下
の米英は、価値観を重視するよりはむしろ、経済関係の強化に偏っていた。米英両国は
米英自由貿易協定の締結を目指したが、その交渉は停滞した。第二に、イラン核合意と
NATOを事例に、国際協調をめぐる米英両国の相違が露呈した。そのため、イギリス
が国際協調をトランプに求め続けることに限界があったことを指摘する。

キーワード：米英「特別な関係」、アメリカファースト、ブレグジット、米英自由貿
易協定交渉、NATO、イラン核合意
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１．はじめに

米英両国は第二次世界大戦以降、緊密な同盟関係を維持してきた。チャーチルが「鉄の

カーテン」演説の中で、「特別な関係」を提唱して以降、米英歴代両首脳は「特別な関

係」の重要性を再確認してきた。2010年代中頃に入ると、米英両首脳が「特別な関係」を

再確認しつつも、その内実は岐路を迎える。2016年６月に、イギリスは国民投票により

EU離脱を決定したことで、対米関係を重視する姿勢を打ち出すとともに NATOにおける

主導的役割を模索した（Mix 2021：1）。アメリカでは、同年11月に「アメリカファース

ト」を掲げるドナルド・トランプ（Donald Trump）が大統領選に当選した。

2016年７月に英首相に就任したテリーザ・メイ（Theresa May）、そして、2019年７月

にその後任となったボリス・ジョンソン（Boris Johnson）とトランプ大統領は、イギリ

スの EU離脱決定、いわゆるブレグジット（Brexit）をきっかけに米英自由貿易協定の妥

結を目指していた。

本稿の目的はトランプ政権期の米英関係に関する評価として、米英「特別な関係」の内

実が困難に直面していたことを明らかにする。まず第一章では、米英の「特別な関係」概

念を整理する。第二章では、トランプ政権期の米英関係では、経済面の連携模索に偏って

いたことを明らかにする。米英両国は経済関係の強化を模索するも、米英自由貿易協定交

渉は停滞し頓挫したことを説明する。第三章では、国際協調をめぐって米英の溝が埋まら

なかったこと、とりわけイラン核合意を通じた国際協調を重視するイギリスと、イランへ

の圧力強化のため合意を離脱するアメリカの間での溝が埋まらなかったことを議論する。

また、NATOではイギリスが、国防費負担をめぐりトランプとの足並みを揃えることで、

NATOへのトランプ支持を取り付けることを模索したこと、また他方でアメリカはシリ

ア北東部からの米軍撤退に関し、イギリスをはじめとする同盟国との調整を行わなかった

ことを明らかにする。

２．「特別な関係」をめぐる米英

（１）「特別な関係」の概念

米英「特別な関係」という用語は、第二次世界大戦中に生み出され、使用されたのが始

まりとされる（Dumbrell 2006：11）。戦後の1946年３月、チャーチル（Winston Churchill）

が米ミズーリ州フルトンで行った「鉄のカーテン」演説の中で、「英連邦および帝国とア

メリカとの間の特別な関係」を提唱したのが有名である。マカーチャー（B. J. C. 
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McKercher）によれば、チャーチルは「特別な関係」に言及することで、アメリカとイギ

リスが第二次世界大戦中に発展した両国間の紐帯を強化することで、冷戦を通じてソ連と

いう脅威に対抗することの重要性を強調した（McKercher 2017：46）。本稿ではかかる詳

細に立ち入らないが、戦後もイギリスがアメリカとの「特別な関係」をもって、ファシズ

ム打倒の後にソ連という西側の脅威に対抗すべく、米英間の緊密な連携を維持することを

チャーチルは構想していた。

「特別な関係」に関する普遍的な定義は存在しない。なぜならば時代によっても、研究

者や論者、政治家によっても見方が様々なためである。かかる用語の定義を云々議論する

ことは本稿の目的ではないものの、以下、大雑把ではあるが「特別な関係」に関する論点

を整理する。

第一に、米英両国が共有する言語、文化、遺産、法制度、自由と人権概念への共通の信

念を挙げることができる（Baylis 1997：50）。すなわち米英関係は、「通常」の国家関係と

は異なり、文化、言語、政治制度を共有しているという意味で「特別」であるため（Baylis 

1997：11）、チャーチルが「鉄のカーテン」演説で言及した、「英語圏諸国民の連帯」に相

応しいという考えである１）。

第二に、上述に関連して、米英が「自由、民主主義、法の支配、自由貿易を基礎とする

世界秩序への共通のコミットメント」（Schyler Forrester and Ray Raymond 2017：1）を重

視してきた見方に広げることができる。もっとも米英は概ね、第二次世界大戦や冷戦中を

通じて、そして冷戦終結後もこうした価値観を重視してきた。「特別な関係」は「価値観

同盟」という側面を持ち合わせてきた。歴史家フリードマン（Lawrence Freedman）は、

1940年に発表された「大西洋憲章（Atlantic Charter）」を論拠に、米英両国がグランドプ

ロジェクト（大戦略）を共有し、両国間で一致できない諸問題にも対処できるような枠組

みを形作っていたとする（Freedman 2020：120）。フリードマンは「グランドプロジェク

ト」の具体的内容を明示してはいないが、米英が冷戦中に西側陣営を主導する立場から、

NATOを中心とした集団防衛への関与、国際機関や国際ルールを通じた国際協調を示唆

している。だとすれば、フリードマンが指摘する「グランドプロジェクト」は、自由、民

主主義、自由貿易、国際ルールといった価値観の共有を基礎にしたものと言えよう。

第三に、米英が、共通の信念や価値観の基礎の上に立ちつつ、NATOの同盟関係を越

える形で、防衛・安全保障面で幅広く協力関係を構築していた点は重要である。ベイリス

（John Baylis）によれば、米英が1958年６月の「相互防衛目的のための原子力の利用に関

する協力協定」（Agreement for Cooperation on Use of Atomic Energy for Mutual Defence 

Purposes）に代表されるような、緊密な連携・同盟関係（Baylis 1981：59）を構築してい

った。また、ファイブアイズ（Five Eyes）に代表されるインテリジェンス面での協力（鶴
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岡 2019b）や、ISISの掃討をはじめ対テロ（Mix 2021：15）における連携・協力も重要で

ある。

それでは、米英「特別な関係」に関するトランプ政権およびメイ・ジョンソン両政権の

見方はそれぞれいかなるものであったのか。「特別な関係」という用語は、冷戦終結後の

歴代米英両首脳間ではさることながら、トランプ政権とメイ政権およびジョンソン政権期

を通じて繰り返し再確認されていった。トランプは、「共通の言語、遺産、歴史、価値

観、慣習、文化、言語、法制度２）」に言及した。他方、メイが「共通の価値観、民主主

義、正義」を重視する発言を繰り返すとともに、以下のようにトランプとのアプローチの

違いに言及しつつも米英「特別な関係」の重要性を強調している。

「協力や妥協が（米英）同盟の力強い基礎であり、特別な関係ほどの真実を語るもの

は存在しない。」３）

また、トランプから「イギリスのトランプ」と呼ばれたジョンソン（Boris Johnson）は、

トランプとの共同声明の中で、米英「特別な関係」における「大西洋パートナーシップの

価値観（value of transatlantic partnership）」が重要であることを再確認している４）。以上

のとおり、若干のニュアンスの差異こそあれ、トランプ政権期にも米英両首脳が「特別な

関係」の重要性を再確認していることがわかる。

（２）経済関係に傾く「特別な関係」

次に、トランプ政権期の米英が上述の価値観というよりはむしろ、経済関係を重視して

いったことを説明する。まず、トランプがイギリスに対してどのように向き合ってきたの

か。トランプは「アメリカファースト」の一環として自国の経済的利益・実利を優先する

立場から、対英関係にあたっては、貿易・投資面を重視する姿勢を示していた５）。トラン

プは、米英首脳会談の度に、米英間貿易・投資の拡大を強調するとともに、両国の雇用拡

大を訴えていた。そのためにもトランプは、2018年に米議会に対して、米英自由貿易協定

交渉を行う意思を示した（Congressional Research Service 2023：2）。同交渉と並行して、

米英両国は「特別な関係経済ワーキンググループ（Special Relationship Economic 

Working Group、以下 SREWG）」の立ち上げに合意した６）。2020年８月に行われた

SREWG交渉の結果、米英は AI分野における研究開発に係る協力に署名した７）。

他方で、トランプ政権は関税をめぐっては、EUのみならずイギリスに対しても厳しい

姿勢をとっていた。とりわけ、トランプは自由貿易という米英の価値観に反する形で、

2018年３月に行政命令を通じて、鉄鋼に対する関税（25％）、アルミニウムに対する関税
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（10％）をそれぞれ発動した。これに対して、鉄鋼とアルミニウムの関税発動が発表され

た後、メイはトランプとの首脳会談の場で、「世界のオープンかつ公平な（自由）貿易の

価値観の重要性」を強調することで、トランプ政権による各種関税の発動を牽制した８）。

こうしたイギリスの求めにもかかわらず、翌2019年10月には米通商代表部（United States 

Trade Representative: USTR）は、航空機の輸入に対する関税10％と、ウィスキーの輸入

に対する関税25％を発表した９）。航空機とウィスキーのいずれも、EU加盟国のみならず

イギリスを標的にしたものであった。

以上から、トランプ政権期中の米英は「特別な関係」の重要性そのものについては一致

していたが、上述の関税発動や米英自由貿易協定交渉にかんがみれば、価値観というより

はむしろ10）、経済関係に重点が置かれていたきらいがある。

３．米英自由貿易協定交渉の停滞

（１）ブレグジット後の米英自由貿易協定構想

トランプとメイは米英「特別な関係」の「目玉」として米英自由貿易協定の妥結を目指

したことは上述した。それでは、米英両首脳がそれぞれ米英自由貿易協定を優先した背景

は何か。

まずイギリス側の事情からみていく。イギリスは EU離脱表明以降、「グローバルブリテ

ン」構想を掲げ、これにより世界における自国の影響力の保持を模索した（和田 2022：67）。

イギリスはブレグジットに伴うイギリスの対外的な影響力に歯止めをかけ、米欧を橋渡し

する役割を維持するためにも、ヨーロッパ域外に加えて、NATOにおける主導的役割（Mix 

2021：12）を重視したほか、とりわけアメリカとの関係強化を優先した11）。したがって、

「ブレグジットが米英自由貿易協定の可能性を開いた」（Congressional Research Service 

2023：1）といった側面が見えてくる12）。

他方、トランプが米英自由貿易協定交渉に積極的姿勢を示した背景として、主に二点が

挙げられる。第一に、トランプは、イギリスによる EU離脱を支持してきた立場を基礎

に、EU離脱を牽引するジョンソン政権の対米関係重視の姿勢を後押しするために、米英

自由貿易協定を重視した点が挙げられる。第二に、トランプが「アメリカファースト」の

視点から貿易・投資面で対英関係を重視していた点が大きい。アメリカは、米英首脳会談

の場で、米英両国内の雇用を重視する発言を繰り返し13）、相互投資を通じて両国にそれぞ

れ100万人の雇用創出を掲げた14）。
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（２）米英自由貿易協定交渉の停滞

しかし、米英自由貿易協定交渉は停滞の一途を辿った。交渉は2020年中に５回にわたっ

て行われたが、繊維、薬品規制、知的財産権といった複数の分野をめぐって、両国の溝を

埋めることはできなかった15）。以上に加えて鶴岡によれば、食料品の安全基準をめぐる米

英の溝が深い点を指摘している。とりわけ、鶏肉の塩素による消毒処理や遺伝子組み換え

植物の扱いに関する安全基準をめぐりアメリカでは認められている点について、イギリス

では懸念が払拭されなかった（鶴岡 2019a）。また2020年以降、コロナ感染症の拡大への

緊急対応を背景に、同協定交渉の優先順位が低下したこともあって、交渉は行われること

はなかった。さらに2020年末には米大統領選挙の結果によって、同協定に積極的だったト

ランプ大統領の落選が決定したのに加え、2021年１月に大統領に就任したバイデンは、自

由貿易に消極的な米議会および国内世論を背景に、米英自由貿易協定の妥結に消極的姿勢

を示した。

トランプは貿易促進権限（Trade Promotion Authority：TPA）16）期限が切れる2020年４

月を目途にしつつも、今後一年間以内での同協定交渉の妥結に向けて前のめりであった。

他方、ジョンソンが同協定交渉の妥結に到達するには「時間の余裕がない（tight）17）」と

漏らしたように、そもそも現実的な交渉日程ではなかった。したがって、トランプが楽観

視していた米英自由貿易協定妥結という「大きな合意（Big Deal）」は日の目を見ること

はなかった。

４．国際協調をめぐる米英の相違

トランプ政権期の米英は、国際協調に関わる問題、とりわけイラン核合意や気候変動に

関するパリ合意をめぐる意見の相違に直面していた。イギリスはブレグジットに伴うイギ

リスの国際的影響力の低下を阻止するために国際協調を模索する一方、トランプは「アメ

リカファースト」の立場から国際協調を軽視したことは前述した。本章では、イラン核問

題と NATOをめぐる米英の相違をそれぞれ取り上げる。本稿がイラン核問題および

NATOに着目する理由としてはそれぞれ、中東及び欧大西洋地域の安全保障に関わる問

題であり、国際社会のコミットメントが不可欠なためである。

（１）イラン核合意からのアメリカの離脱

「イランの核問題に関する包括的共同作業計画（Joint Comprehensive Plan of Action：以

下、JCPOA）18）と呼ばれるイラン核合意は、2015年７月に E3＋3（英仏独米露中）とイラ

ンの間で至った合意内容である。
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トランプ政権期に入ると、2018年５月にアメリカが JCPOAから一方的に離脱し、イラ

ンに対する二次制裁の再発動（オバマ政権下の2011年に初めて発動されたが、2015年の

JCPOAにより当該制裁が解除）を表明した。トランプが JCPOAから離脱する主な理由と

して、① JCPOAがイランの核開発を促進したこと、②イランのミサイル開発がもたらす

脅威に対応していない、また、③国際貿易・投資を通じて入手した資金を自国の軍拡やハ

マス、ヒズブッラー等の武装組織支援に利用していると強調した19）。その上で、トランプ

は関連制裁の発動を通じて、イランの核開発を阻止すると主張した。しかしながら松永に

よれば、イランは JCPOAの義務を一貫して履行していたこと、また、アメリカ以外の

JCPOA当事国がアメリカの離脱を反対していたことにかんがみれば、トランプが JCPOA

から離脱した唯一の理由は、「政権交代によるアメリカ政府の政策転換以外になかった」

（松永 2021：32）。つまるところ、トランプはオバマ前政権の国際協調に基づく対イラン

関与を転換すること事体が目的だった。

他方、イギリスは E3＋3の一国として国際協調を重視し、イランとの JCPOAを重視す

る立場から、トランプの JCPOA離脱表明が行われる2017年の時点から、「かかる合意こ

そ地域の安全に重要である20）」（メイ首相）と述べることで、トランプに対して JCPOAか

ら離脱しないよう求めてきた。翌年５月にトランプが離脱表明を行ったことを受け、メイ

首相は独仏首脳と共に共同声明を発表した。メイは同声明の中で、イランが JCPOAを順

守していることを論拠に、アメリカに対して、JCPOAの取り決めが依然として有効であ

り、当事国が JCPOAを全面的に履行することを阻止しないよう求めた21）。換言するなら

ば、イギリスは、トランプが国際協調を無視していること、また、イランによる合意が履

行されていないとするトランプ政権の主張が事実と異なることを突きつけることとなっ

た。こうしてトランプ政権中を通じて、イラン核問題をめぐる米英の溝が埋まることはな

かった。

（２）NATO

米英の「特別な関係」は NATOの大西洋同盟関係を基礎にしつつも、二国間の安全保

障上の緊密な連携・協力関係が構築されてきたことは上述のとおりである。

しかし、トランプ政権中は NATO加盟国との関係がぎくしゃくしたことは否めない。

トランプは同盟国に「GDP比で２％」の国防費負担を求める姿勢を明らかにしていた。

またトランプは、2019年10月に同盟国との調整なしに、シリア北東部からの米軍撤退を決

定した。これに対して、マクロンは NATOが「脳死」状態と述べ、トランプを非難した。

このように、トランプ政権下では米欧関係は冷却していった。「自由、民主主義、人権、

グローバル化に裏打ちされた大西洋同盟の要素は、トランプによって弱体化した」との指



和田龍太

106 東海大学紀要平和戦略国際研究所

摘（Bilal and Imran 2019）や、トランプ政権下で NATOへのアメリカの関与が弱体化し

たとの指摘（Blackwell 2019）については、仏独をはじめとする欧州の加盟国の見方を反

映する見方だろう。

他方、こうした NATOをめぐる米欧間の摩擦の中で、NATOをめぐるイギリスの姿勢

はいかなるものだったのか。グッドハート（David Goodheart）によれば、メイ首相は米

欧の架け橋としての役割を模索した（Goodheart 2017：20）。メイはトランプの大統領選

当選早々に電話会談を行い、より多くの同盟国が GDP比で２％の国防費を達成する重要

性で一致することで、トランプとの足並みを揃えた22）。また、メイ政権下で国防相を務め

たマイケル・ファロン（Michael Fallon）は「トランプが NATOを100％支持している23）」

ことを確認したと誇らしげに述べた。このように、イギリスが、トランプを NATOに引

き留めることで米欧間の摩擦を緩和させるべく架け橋の役割を果たそうとする姿勢を垣間

見ることはできよう。

しかし、イギリスによる架け橋の役割はもはや機能しておらず、むしろ、欧州の立場か

らすれば、米欧間の摩擦を尻目にイギリスが「トランプに接近24）」しているとの見方がで

ていた（Guardian 2017）。もっともファロン国防相が以下のとおり、こうした見方を裏付

けるような発言を行っている。

「EU28カ国のうち19カ国が（GDP比で）1.5％に満たしておらず、また、５か国が

１％未満しか支払っていない。イギリスが EUから離脱する中、EU加盟国は NATO

の20％しか支払っていない」25）。

イギリスが「GDP比で２％」の国防費負担をめぐってトランプに接近する一方で、EU離

脱後にヨーロッパに厳しい姿勢を取っていることがわかる。だとすれば、イギリスが米欧

間の架け橋としての役割を果たす、というよりはむしろ、（欧州ではなく）トランプとの

関係重視の姿勢を強めているように見える。しかしながら、上述のようにトランプが同盟

国との調整なしにシリア北東部からの米軍撤退を発表したことについて、ラーブ（Dominic 

Raab）外相をはじめ英政府高官が深い懸念を示していた26）ことからも、イギリスがトラ

ンプと緊密に連携していたわけではなかった。

５．おわりに

本稿では、トランプ政権下で米英両首脳が「特別な関係」の重要性そのものを再確認し

ていたにもかかわらず、その内実が困難に直面していたことを明らかにした。第一に、ト
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ランプ政権下の米英は、価値観を重視するよりはむしろ、経済関係の強化に偏っていた。

イギリスは EU離脱決定を受けて国際的な影響力の低下を阻止するためにも、対米関係の

強化を模索した。他方、トランプ政権下のアメリカは、「アメリカファースト」の一環と

して、とりわけ貿易・投資面での米英関係を重視していた。米英両国は経済関係強化に向

けて、米英自由貿易協定の締結を目指した。しかし同交渉は停滞し、締結には至らず、米

英自由貿易協定を通じた経済関係の強化の試みは、「大きな合意（Big Deal）」を目指した

トランプの期待どおりにはいかなかった。むしろ、トランプ政権は、自由貿易原則に反す

る形で、EUとイギリスを標的に、鉄鋼、ウィスキー、航空機の輸入に対する関税を発表

した。

第二に、イラン核合意をめぐっては、国際協調をめぐる米英両国の相違が露呈した。イ

ギリスは E3＋3の一国として JCPOAへのコミットメントの維持する立場から、JCPOAか

ら離脱しないようトランプに求めてきた。しかし、トランプ政権下のアメリカは JCPOA

を一方的に離脱し、圧力を強化する政策へと転換した。NATOに関し、トランプは同盟

国に「GDP比で２％」の国防費負担を求める一方、NATOとの調整なしにシリア北東部

から米軍を撤退させ、マクロン大統領から「脳死」と言わしめた。他方、イギリスは

「GDP比で２％」の国防費負担というトランプの主張と足並みを揃えるとともに、NATO

に対するトランプの支持を確保することで米欧の架け橋の役割を模索した。イラン核合意

や NATOの事例にかんがみれば、イギリスが国際協調をトランプに求め続けることに限

界があったと言わざるを得ない。

2024年11月の大統領選挙においてトランプが再選した。これにより、アメリカが国際協

調から遠ざかる可能性が高い。とりわけ、二期目のトランプ政権が一方的に対ウクライナ

支援を削減あるいは廃止する可能性がある。本稿が示唆したとおり、トランプの一方的な

行動を制御できないため、イギリスが米欧を橋渡しする役割をすることにも限界がある。

むしろイギリスが、トランプの一方的な行動に振り回されよう。そうなれば、米英「特別

な関係」はトランプ政権一期目の時と同様、内実を伴わないレトリックにならざるを得ない。
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